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 証券コード 4234 

 平成28年６月13日 

株 主 各 位 

 東京都中央区日本橋本町一丁目７番４号 

  

代表取締役社長 藤 岡 宣 隆 

第107期定時株主総会招集ご通知 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

さて、当社第107期定時株主総会を下記のとおり開催いたしま

すので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが出来

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月27日（月曜日）

午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成28年６月28日（火曜日）午前10時 
２．場   所  東京都千代田区神田淡路町二丁目９番地 

株式会社損保会館 大会議室 
（末尾の「株主総会会場のご案内図」をご参照ください。） 

３．目 的 事 項           
報 告 事 項           １．第107期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第107期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
計算書類報告の件 

決 議 事 項           
第１号議案 剰余金の処分の件 
第２号議案 監査役３名選任の件 
第３号議案 補欠監査役２名選任の件 
第４号議案 退任監査役に対し、退職慰労金贈呈の件 

以 上                                      

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。 

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に記載すべき事項を
修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ホーム
ページに掲載させていただきます。 

掲載アドレス http://www.sun-a-kaken.co.jp 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(2) ／ 2016/06/01 15:33 (2016/05/30 10:56) ／ wn_15173456_01_os7サンエー化研様_招集_株主各位_P.docx 

2

添付書類 
 

事 業 報 告                   

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

１）事業の経過及び成果 

 当連結会計年度における世界経済は、先進国の雇用情勢の改善や原油安に

伴う実質所得の増加により、米国においては個人消費が堅調に推移し、ユー

ロ圏においても緩やかな回復基調を維持しました。 

 反面、新興国や資源国においては、景気減速が進行中の中国向けの輸出減

少や、原油、鉄鉱石などの資源価格の下落に加え、通貨安に陥ったこれらの

国々が米国に追随して利上げに踏み切ったことなどが影響し、景気は後退し

つつあります。 

 一方、わが国経済においては、原油安とインバウンド需要に支えられ、幅

広い業種で企業業績の改善が見られましたが、消費者の節約志向の高まりや

中国並びに資源国の景気減速の影響を受け、業績不振に陥る企業もあり、景

気は横ばい状態で推移しています。 

 このような状況下、当社グループにおきましては、既存顧客からの受注の

伸び悩みにより厳しい状況が続きました。軽包装部門における新規案件の受

注獲得やその他の部門の取り扱い増加というプラス要因もありましたが、売

上面では前期比で僅かに減収となりました。 

 一方、原油安の定着と材料選定の見直しにより、樹脂、プラスチックフィ

ルムなどの原材料コストは全事業部門にわたり低減しました。さらに、各生

産拠点における製造工程の見直し、原材料ロスの低減、在庫保有コストの圧

縮など合理化活動推進による経費削減効果も加わり、利益面では大幅な改善

を果たしました。 

 その結果、当社グループの経営成績は、売上高295億67百万円（前期比

1.1％減）、営業利益11億68百万円（前期比728.2％増）、経常利益13億57百

万円（前期は85百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益８億98百万円

（前期は51百万円）となりました。 
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２）部門別営業の概況                   

 次に、当連結会計年度における部門別の売上高と営業概況についてご報告

いたします。 

（軽包装部門） 

 軽包装部門につきましては、医薬品・医療用包材が、高防湿ＰＴＰシート

用フィルム「テクニフィルム」の新規採用を含む受注増により増収となりま

した。また、洗剤・トイレタリー用包材については、前期に行った生産能力

増強と拡販の進展により大幅増収となりました。 

 一方、食品用包材については、電子レンジ対応食品包材「レンジＤｏ！」

やイージーカットフィルム「ポロソ」の受注が堅調に推移し、清涼飲料用パ

ウチも春先の気温の上昇による影響とゼリー飲料向けに出荷が伸びたことで

前半の落ち込みを挽回しましたが、その他の食品包材の不振が続き、僅かに

減収となりました。また、電子・精密その他の包材については、電子部品用

キャリアテープ及びエアー緩衝材「エアロテクト」がともにユーザーの生産

計画変更の影響を受け減収となりました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は140億71百万円（前期比0.6％増）と

なりました。 

（産業資材部門） 

 産業資材部門につきましては、安価な海外製テープの流入により国内テー

プ市場が一部侵食され、当社も間接的にその影響を受けましたが、建設・物

流業界が比較的活況であったことから、テープ基材等に使用される紙・布へ

のラミネート製品については僅かに増収となりました。 

 剥離紙については、製造業全般で海外移転が進み、国内需要が減少傾向に

あるなか、前期後半には海外向けに両面テープ用の受注が大きく伸びました

が、当期はユーザーの在庫調整により受注が減少しました。また、ＩＴ関連

の分野に使用される電材用工程紙については、受注が回復途上にあるものの、

安定した復調には至らず、剥離紙全体で減収となりました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は74億58百万円（前期比3.2％減）と

なりました。 

（機能性材料部門） 

 機能性材料部門につきましては、主力である光学用途の苦戦が続いており、

なかでも２層押出しタイプの表面保護フィルム「ＰＡＣ」については、ユー

ザーの品質要求に応えることで一定の受注数量を確保しましたが、低価格品

のニーズが多く、減収となりました。また、精密塗工タイプの表面保護フィ

ルム「ＳＡＴ」については、スマートフォン市場の成長鈍化とタッチパネル
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の技術的進歩に伴う光学フィルム系部材の点数削減の流れを受け、部材メー

カーからの受注が減少しました。さらに、中国市場開拓の遅れも加わり、大

幅減収となりました。 

 一方、粘着塗工タイプの表面保護フィルム「サニテクト」については、Ｐ

ＥＴ基材の「ＮＳタイプ」の品質改善、改良により受注が回復し、増収とな

りました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は75億３百万円（前期比3.9％減）と

なりました。 

 連結部門別売上高 

 部 門 売 上 高 構 成 比 前 期 比 

 軽 包 装 部 門 14,071百万円 47.6％ 0.6％増 

 産業資材部門 7,458百万円 25.2％ 3.2％減 

 機能性材料部門 7,503百万円 25.4％ 3.9％減 

 そ の 他 533百万円 1.8％ 40.8％増 

 合 計 29,567百万円 100.0％ 1.1％減 

 

３）設備投資等の状況                   

 当連結会計年度の設備投資につきましては次のとおりであります。 

固定資産増加分（完成工事分 ４億15百万円） 

当社静岡工場 製袋機 

 

４）資金調達等の状況                   

 当連結会計年度の資金状況としましては、運転資金として長期借入金27百

万円を調達いたしました。 

 

５）対 処 す べ き 課 題                   

 わが国経済は、原油安とインバウンド需要により業績を上げる企業が多く

存在する一方で、個人消費の伸び悩みに加え、中国・新興国の景気減速や資

源価格下落の影響を受け業績不振に陥る企業もあり、全体としては未だ景気

回復途上にあると言えます。 

 そのような状況において、当社グループが今後も安定して成長するために、

以下の取り組みを進めてまいります。 

（軽包装部門） 

 軽包装部門につきましては、前期及び当期に奈良工場と静岡工場に導入し

た自立袋用製袋機の稼働率向上に取り組みます。そのため、これらの設備で
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製造される「レンジＤｏ！ ＳＴタイプ」並びに液体洗剤及びシャンプー・

リンス等の詰替え用パウチの拡販に注力いたします。また、当期より受注が

大幅に増加した高防湿ＰＴＰシート用フィルム「テクニフィルム」やイー

ジーカットフィルム「ポロソ」など拡販余地のある製品の一層の普及に取り

組むとともに、収益性の低い押出ラミネート加工品のコスト削減を徹底いた

します。 

（産業資材部門） 

 産業資材部門につきましては、本年６月竣工の掛川工場ＷＥＳＴを早期に

本格稼働に移行させ、当社グループにおける生産の最適化を図るべく、新工

場を含め４拠点ある産業資材部門の生産体制を再構築いたします。また、電

材用工程紙の製品ラインアップ拡充と炭素繊維プリプレグ用工程紙の商品化

実現によって、当部門の売上拡大と低収益構造からの脱却を図る取り組みを

いたします。 

（機能性材料部門） 

 機能性材料部門につきましては、中国蘇州市に立地する合弁会社： 長
チョウ

鼎
テイ

電子材料（蘇州）有限公司の稼働開始と、現地販売子会社：
サン

櫻
エイ

（上海）商

貿有限公司の設立により、中国における光学用表面保護フィルムの生産販売

体制が整いました。今後は、これら現地法人が取り扱う製品の品質安定化と

中国及び周辺国でユーザー開拓を推進し、当部門の売上拡大を図ってまいり

ます。一方、国内工場で製造する製品については、タッチパネル関連部材向

けを中心に付加価値の高い製品比率を高め、収益性向上に努めます。 

 最後に、静岡市に所在する研究所の機能の強化及び拡充を図るため、本年

度中に掛川工場ＷＥＳＴ建屋内に研究所を移転するとともに、名称をＲ＆Ｄ

センターに改称いたします。Ｒ＆Ｄセンターは掛川工場にも隣接することか

ら、移転後はこれまで以上に開発部門と生産部門が密接に連携し、開発期間

の短縮と顧客満足の向上に取り組んでまいります。 

 なお、株主並びに関係者の皆様方には、一層のご支援とご理解を賜ります

ようお願い申しあげます。 
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６）財産及び損益の状況の推移 

期  別

区  分 

第 104 期 
(平成25年３月期)

第 105 期 
(平成26年３月期)

第 106 期 
(平成27年３月期)

第 107 期 
(当連結会計年度) 
(平成28年３月期) 

 千円 千円 千円 千円 
売 上 高 32,011,315 33,024,645 29,884,079 29,567,543 

 千円 千円 千円 千円 
経 常 利 益 1,043,214 1,263,383 85,303 1,357,393 

 千円 千円 千円 千円 
親会社株主に帰属する当期純利益 322,176 832,747 51,622 898,643 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
１株当たり当期純利益 29.36 75.89 4.70 81.88 

 千円 千円 千円 千円 
総 資 産 29,840,156 30,148,430 30,008,364 31,839,289 

 千円 千円 千円 千円 
純 資 産 15,061,769 15,694,079 16,491,119 17,310,040 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
１ 株 当 た り 純 資 産 1,359.87 1,416.93 1,491.00 1,564.98 

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。 

２．１株当たり純資産は、期末の発行済株式総数に基づき算出しております。 

３．第107期の財産及び損益の状況は「１．企業集団の現況に関する事項 １）事

業の経過及び成果」をご覧ください。 

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等

の適用により、当連結会計年度より「当期純利益」の科目名称を「親会社株主

に帰属する当期純利益」に変更しております。 

 

７）重要な子会社及び関連会社の状況 

(ｲ) 子 会 社 の 状 況                   

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 事 業 内 容 

東邦樹脂工業株式会社 100百万円 90％
紙加工品、プラスチック製品
の製造及び販売 

櫻（上海）商貿有限公司 11百万人民元 100％
当社グループ製品の中国及び
その周辺国への販売 

 

(ﾛ) 重要な関連会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 事 業 内 容 

長鼎電子材料(蘇州)有限公司 15百万米ドル 40％
光学用表面保護フィルムの製
造 



 

－  － 
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８）主 要 な 事 業 内 容                  （平成28年３月31日現在） 

 当社グループは、紙、プラスチック、金属箔等を主原材料とした、軽包装

材料、剥離紙、粘着用テープ基材、表面保護フィルム等の包装材料関連製品

を製造、販売しております。 

軽包装部門（食品、医薬品、医療用器具等包装） 

ａ．サンシール（易開封性フィルム） 

ｂ．レンジＤｏ！（電子レンジ対応パウチ） 

ｃ．液体容器パウチ 

ｄ．エアー緩衝材 

産業資材部門 

ａ．剥離紙 

ｂ．布テープ基材 

ｃ．重包装用基材 

ｄ．樹脂クロスラミ 

機能性材料部門 

ａ．サニテクト 

ｂ．ＰＡＣ 

ｃ．粘着加工品 

ｄ．その他の機能性材料 

 

９）主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在） 

(ｲ) 本 社             東京都中央区 

 

(ﾛ) 事 業 所             

関 西 支 店             大阪市中央区 

名古屋営業所 名古屋市東区 

静岡営 業所             静岡市葵区 

台北営 業所             台湾台北市 

静 岡 工 場             静岡市清水区 

袋 井 工 場             静岡県袋井市 

掛 川 工 場             静岡県掛川市 

奈 良 工 場             奈良県天理市 

研 究 所             静岡市葵区 

 

(ﾊ) 重要な子会社及び関連会社 

東邦樹脂工業株式会社    栃木県下都賀郡 

櫻(上海)商貿有限公司   中国上海市 

長鼎電子材料(蘇州)有限公司 中国江蘇省蘇州市 



 

－  － 
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10）従 業 員 の 状 況                  （平成28年３月31日現在） 

① 企業集団の従業員の状況 

事 業 部 門 の 名 称 従  業  員  数  （名） 

軽包装部門 282 （53） 

産業資材部門 109 （ 2） 

機能性材料部門 161 （25） 

全社（共通） 103 （11） 

合 計 655 （91） 

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グルー

プ外からの出向者を含む）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を

除く、常用パート）は、当連結会計年度の平均人員を（ ）外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分でき

ない管理部門に所属しているものであります。 

 

② 当社の従業員の状況 

 従 業 員 数（名） 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

524 17名減 40歳５ヶ月 14年５ヶ月 

（注） 上記使用人の他にパートタイマー 85名（期末在籍者）を雇用しております。 

 

11）主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 金 残 高 

 千円 
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 981,500 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 787,500 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 580,000 

 



 

－  － 
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２．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在） 

１）発行可能株式総数                   45,000,000株 

２）発行済株式の総数                   11,320,000株 

３）株 主 数                   2,319名（前期末比142名減） 

４）大 株 主 の 状 況                  （上位10名） 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

 株 ％ 
新 生 紙 パ ル プ 商 事 株 式 会 社 1,812,200 16.51 

昭 和 パ ッ ク ス 株 式 会 社 1,244,200 11.33 

サ ン エ ー 化 研 社 員 持 株 会 359,100 3.27 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 310,000 2.82 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（退職給付信託口・昭和パックス㈱口）

300,000 2.73 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
（退職給付信託 昭和パックス㈱口）

300,000 2.73 

双 日 プ ラ ネ ッ ト 株 式 会 社 227,000 2.06 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200,000 1.82 

山 田 次 夫 136,500 1.24 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 127,900 1.16 

（注）１．当社は、自己株式を345,203株保有しておりますが、上記の大株主から除いて

おります。 

２．持株比率は自己株式（345,203株）を控除して計算しております。 

 

５）その他株式に関する重要な事項 

 特記すべき事項はありません。 

 



 

－  － 
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３．会社役員に関する事項 

１）取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在） 

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 藤 岡 宣 隆 研究所長 

専 務 取 締 役 林    喜 久 雄 関西支店長 

常 務 取 締 役 藤 岡 貞 章
管理本部長 
長鼎電子材料(蘇州)有限公司監事 

取 締 役 山 本 明 広
生産部長兼資材部管掌 
櫻(上海)商貿有限公司董事 

取 締 役 櫻 田 武 志
東京営業統括兼東京営業第３部長 
長鼎電子材料(蘇州)有限公司董事長 

取 締 役 大 橋 宏 行 掛川工場長 

取 締 役 藤 澤 廣 一 レッドフォックス㈱常勤監査役 

常 勤 監 査 役 鈴 木 直 樹  

監 査 役 佐 藤  隆 昭和パックス㈱常勤監査役 

監 査 役 宮 本 貞 彦 新生紙パルプ商事㈱常勤監査役 

（注）１．平成27年６月25日開催の第106期定時株主総会終結の時をもって、取締役篠田

光史氏は任期満了により退任いたしました。 

２．平成27年６月25日開催の第106期定時株主総会終結の時をもって、監査役大嶋

幹夫氏は辞任により退任いたしました。 

３．取締役藤澤廣一氏は社外取締役であります。なお、藤澤廣一氏を㈱東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

４．監査役鈴木直樹氏、佐藤隆氏及び宮本貞彦氏は、社外監査役であります。なお、

佐藤隆氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。 

５．監査役鈴木直樹氏は、新生紙パルプ商事㈱において財務部長、支店経理部長等

を歴任され、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

６．監査役佐藤隆氏は、昭和パックス㈱において経理部長等を歴任され、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。 

７．監査役宮本貞彦氏は、新生紙パルプ商事㈱において経理部長等を歴任され、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

 



 

－  － 
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２）取締役及び監査役の報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役
 （う ち 社 外 取 締 役）

８名
（１）

105百万円 
（２） 

監 査 役
 （う ち 社 外 監 査 役）

４ 
（３）

10 
（６） 

合 計 12 115 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．取締役の報酬限度額は、平成８年６月27日開催の第87期定時株主総会において

年額220百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいてお

ります。 

３．監査役の報酬限度額は、平成８年６月27日開催の第87期定時株主総会において

年額20百万円以内と決議いただいております。 

４．支給額には、当事業年度の役員退職慰労金支払に対する引当金繰入額（取締役

７名に対し18百万円、監査役４名に対し０百万円）を含んでおります。 

５．上記のほか、平成27年６月25日開催の第106期定時株主総会の決議に基づき、

役員退職慰労金を退任取締役１名に対し10百万円、退任監査役１名に対し８百

万円を支給しております。 

６．支給額には、当事業年度の役員賞与支払に対する引当金繰入額（取締役６名に

対し５百万円、監査役１名に対し０百万円）を含んでおります。 

 

３）社外役員に関する事項 

① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係 

 特にありません。 

 

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の

法人等との関係 

 取締役藤澤廣一氏はレッドフォックス㈱の常勤監査役であります。 

 当社と兼職先との間には特別の関係はありません。 

 監査役佐藤隆氏は昭和パックス㈱の常勤監査役であります。 

 昭和パックス㈱は当社の主要株主であり取引先であります。 

 監査役宮本貞彦氏は新生紙パルプ商事㈱の常勤監査役であります。 

 新生紙パルプ商事㈱は当社の主要株主であり取引先であります。 

 

③ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役藤澤廣一氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

 当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度

額としております。 



 

－  － 
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④ 当事業年度における主な活動状況 

 取締役会及び監査役会への出席状況 

 
取 締 役 会（12回開催） 監 査 役 会（10回開催） 

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率 

取締役 藤 澤 廣 一 10回 100％ － － 

監査役 鈴 木 直 樹 12回 100％ 10回 100％ 

監査役 佐 藤  隆 12回 100％ 10回 100％ 

監査役 宮 本 貞 彦 10回 100％ ８回 100％ 

（注） 社外取締役である藤澤廣一氏の就任は平成27年６月25日であります。出席率は就

任後開催された取締役会の回数により算出しております。藤澤廣一氏は就任後開

催された取締役会10回すべてに出席いたしました。東京証券取引所等に長年在籍

され培ってきた幅広い知識及び経験から、取締役会の決定の妥当性・適正性を確

保するための助言・提言を行っております。 

社外監査役である宮本貞彦氏の就任は平成27年６月25日であります。出席率は就

任後開催された取締役会、監査役会の回数により算出しております。鈴木直樹氏

及び佐藤隆氏は、開催された取締役会12回すべてに、宮本貞彦氏は就任後開催さ

れた取締役会10回すべてにそれぞれ出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っ

ております。 

また、鈴木直樹氏及び佐藤隆氏は、開催された監査役会10回すべてに、宮本貞彦

氏は就任後開催された監査役会８回すべてにそれぞれ出席し、監査の方法その他

の職務の執行に関する事項について、意見の表明を行っております。 

 

４．会計監査人の状況 

１）会計監査人の名称                   

 有限責任監査法人トーマツ 

 

２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

当社が支払うべき報酬等の額  

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 26,000千円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 

26,000千円 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分できない

ため、上記の額にはこれらの合計額を記載しております。 

２．監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日

数や人員配置などの内容、前年度の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査

の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積もりの算出根拠を精査した結果、

会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。 



 

－  － 
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３）会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、法令及び基準等が定める会計監査人の独立性及び信頼性その

他職務の遂行に関する状況等を総合的に勘案し、再任または不再任の決定を

行います。 

 会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第340条第

１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に

基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査

役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨

及びその理由を報告いたします。 

 

５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

業務の適正を確保するための体制の概要 

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、

その他当社の業務並びに当社及び子会社からなる企業集団の業務の適正を確保

するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制 

(1) 当社は、倫理・コンプライアンス規程及び倫理行動規範を定め、当社グ

ループのすべての取締役及び使用人に対して、法令、社会規範及び定款

並びに会社諸規程の遵守を義務づけるとともに、これらの遵守の重要性

について周知します。 

(2) コンプライアンスに関する主管部門を定め、法令、社会規範及び定款並

びに会社諸規程の遵守のための施策を立案し、コンプライアンスの推進

に努めます。 

(3) 万一、法令、社会規範及び定款並びに会社諸規程に対する違反が発見さ

れた場合は、事情聴取または倫理委員会を開催し、原因究明及び再発防

止処置の検討を行って、当該部門または子会社に処置の徹底を命ずると

ともに、他の部門及び子会社へ水平展開を図ります。 

(4) コンプライアンスに関する社員教育を定期的に実施し、当社グループの

取締役及び使用人の倫理観を養うとともに、法令等の正しい知識を有し

ていなかったことによる違法行為を未然に防ぎます。 

(5) 不正や違法行為に対する内部通報窓口を設け、当社グループのすべての

取締役及び使用人が互いに監視・通報しうる体制を整備します。 

(6) 反社会的勢力との関係を絶ち、不法・不当な要求には一切応じないこと

を当社グループにおける経営の基本姿勢とし、すべての取締役及び使用



 

－  － 
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人に徹底するとともに、対応部署を定めて所轄警察署その他の外部専門

機関と連携し、反社会的勢力との関わりを持つリスクを排除します。 

 

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(1) 当社の取締役の職務の執行に係る情報については、関連法令及び文書管

理規程に基づき、その媒体に応じた適切な管理を行います。 

(2) 当社は、保存が必要な文書については、期間を定めて適切に保存し、取

締役、監査役または会計監査人が必要とする場合、期間内であれば対象

文書の閲覧ができるよう管理します。 

(3) 当社は、機密情報を含む文書については、その取扱方法及び廃棄方法を

定め、機密情報が外部へ漏洩しないよう管理します。 

 

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 当社グループの各業務プロセスに内在するリスクについては、会社諸規

程及び各種マニュアルを整備し、リスクをあらかじめ特定した上で管理

の方法を具体的に定めます。 

(2) 外部の不確定要因によって当社グループの損失発生に至る可能性がある

経営上のリスクについては、現実的なリスクをあらかじめ特定し、発生

の可能性及び重要性が高いと判断されるリスクについて取るべき対応を

経営会議等で協議するものとします。 

(3) 万一、不測の事態が発生した場合は、当社代表取締役社長は速やかに対

策本部を設置し、当社グループの経営に与える影響に応じて自らあるい

は他の取締役または使用人を本部長に任命し、本部長の指揮による迅速

な対応によって、損失の拡大防止に最善を尽くすものとします。 

 

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 当社は、取締役及び常勤監査役で構成する経営会議を設置し、経営上の

重要事項について取締役会に議案を提出する前に、同会議において十分

に審議します。 

(2) 経営会議において審議、承認された議案は、同会議の構成員の他、部門

長及び事業所長が出席する常務会において必要に応じて事前説明または

意見聴取を行うとともに、子会社に対しても同様の処置を執ることに

よって、取締役会の決議後、当社グループの取締役、部門長及び事業所

長が円滑に職務を執行できるよう運用します。 

(3) 取締役会をスリム化し、会社経営における意思決定の迅速化を図るとと

もに、執行役員制度を導入して職務執行の効率化を図ります。 

(4) 当社の部門長及び事業所長並びに子会社の取締役または業務執行社員は、

期初に定めた予算に基づき職務執行を行い、予算の達成状況その他の重



 

－  － 
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要事項について関連する会社諸規程に基づき常務会、経営会議または取

締役会に報告します。その後、各取締役は、報告を受けた当該情報を判

断材料の一つとして経営の意思決定を行います。 

 

５）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制 

(1) 当社及び子会社が、一体性を有する企業集団として互いに緊密な連携を

保ちつつ、当社によるグループ経営の効率化を図るため、関係会社管理

規程を定め、これに基づいて適正に子会社の管理を行います。 

(2) 倫理行動規範を当社グループ内で共有することによって、グループ社員

のコンプライアンスに対する意識レベルを統一するとともに、子会社に

対する適正な業務指導を通じてグループ内のガバナンスを確保します。 

(3) 当社の代表取締役社長は、当社の取締役、監査役または使用人の中から

適任と認めた者を子会社の取締役または監査役に任命し、当該子会社の

取締役の監督にあたらせ、その状況について定期的に報告させるものと

します。 

(4) 当社は、子会社の取締役及び業務執行社員が、その職務の執行に係る事

項について、当社の取締役、監査役または関係会社管理規程に定める管

理者の求めに応じて遅滞なく報告する体制を整備します。 

(5) 監査役及び内部監査室は、定期的に当社及び子会社の監査を行い、その

結果は当社の代表取締役社長に報告するとともに、両者の間で監査に関

する情報を共有し、監査効率の向上に努めます。 

 

６）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確

保に関する事項 

(1) 監査役は、自らの職務を補助すべき使用人が必要であると判断した場合

は、監査役会の決議を経て取締役会に要請することができ、取締役会は、

監査役の職務が円滑に行われるよう、当該使用人の人選に十分配慮の上、

これに応ずるものとします。 

(2) 監査役の職務を補助する使用人を置く場合は、当該使用人の人選、異動、

考課及び懲戒に際して、監査役の事前の同意を必要とすることによって、

取締役からの独立性を確保します。 

(3) 監査役がその職務を執行するために前号の使用人に業務指示を行った場

合は、当該業務が完了するまでの間、取締役及び他の使用人から当該業

務遂行の妨げとなる指示・命令等を受けないものとします。 

 



 

－  － 
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７）取締役その他の役員及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監

査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

(1) 当社の監査役は、毎月開催される取締役会において、各取締役より職務

の執行状況について報告を受けるものとします。 

(2) 当社の監査役は、取締役会の他、経営会議、常務会その他当社グループ

の重要な会議に出席することができ、必要と判断した場合は、他の出席

者に質問し、報告を求めることができるものとします。 

(3) 当社は、内部通報制度を利用してグループ内から通報を受けた不正や違

法行為に関する情報並びに当社グループの損失に関する情報が、直ちに

当社の監査役に報告される体制を整備します。 

(4) 当社は、前号の通報及び情報提供を行った者に対し、そのことを理由に

不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループ内に周知し

ます。 

 

８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 監査役は、任意に事業所に立ち入って財産の状況を調査する権限、当社

が行った取引について決裁記録及び会計証憑を調査する権限並びに当社

の意思決定に係るすべての情報を閲覧する権限を有します。 

(2) 監査役は、内部監査室、会計監査人及び子会社の監査役と定期的に情報

交換を行い、互いに連携して当社及び子会社の監査の実効性を確保する

ものとします。 

(3) 当社は、監査役からその職務の執行にあたり必要な費用の前払または償

還の請求を受けたときは、速やかに請求に応じるものとします。また、

当該請求に係る費用または債務の処理については、それが監査役の職務

の執行に必要でないと認められた場合を除き、当社が負担するものとし

ます。 

 

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のと

おりであります。 

１）コンプライアンスの状況 

 当期においては、重要なコンプライアンス違反が認められなかったため、

倫理委員会は開催しておりませんが、不正の防止と環境変化に応じた社内

ルールの見直しを目的に規程委員会を開催し、会社諸規程の制定及び改定を

行いました。また、法令等の制定・改正や官公庁からの要請等に適切に対処

するため、関連業務の所管部門に所属する社員を該当するセミナーに出席さ

せ、あるいは関連業務に従事する社員を対象に勉強会を開催するなどして、

コンプライアンスの徹底を図っております。 



 

－  － 
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２）リスク管理の状況 

 当社グループでは、災害の発生、取引先の倒産、社員による不正、法令等

の違反、製品の欠陥による事故、機密情報の漏洩、財務報告の虚偽記載等の

各種リスクを回避または軽減するため、会社諸規程及び各種マニュアルを整

備し、必要に応じて点検または内部監査を行っております。また、災害の発

生に備えて各事業所で防災訓練を実施し、災害時に適切に対処できる態勢を

維持するとともに、重要なリスクに対しては、損害保険を付保するなどの対

策をとっております。 

 

３）取締役の職務執行状況 

 当社では、昨年６月より社外取締役１名が新たに加わり、計７名の取締役

が就任しております。当期においては、毎月開催される定時取締役会に取締

役全員が出席し、法令、定款並びに会社諸規程に定める事項について決議を

行いました。また、常勤取締役は、重要事項についての十分な審議を経営会

議で行い、決定事項についての業務執行社員への指示を常務会等で行いまし

た。さらに当社及び子会社の常勤役員及び業務執行社員を対象に幹部会を開

催し、当社代表取締役社長の経営方針の周知と当社グループの課題に対する

活動報告並びに今後の戦略立案等を行い、取締役と業務執行社員の意思統一

を図るとともに、効率的な業務執行体制の維持に努めました。 

 

４）当社グループの内部統制の状況 

 当社グループは、業務の適正を確保するための仕組みとして内部統制シス

テムを整備し、当システムの適切な運用に努めております。当期においては、

会社諸規程の見直しによって社内ルールの整備・充実を図り、部門・事業所

単位で活動状況の点検を行いました。子会社に対しては、関係会社管理規程

に基づき経営状態を管理するとともに、必要な経営指導を行いました。また、

当社グループの内部統制の整備・運用状況を評価するため、当社内部監査室

の主導による内部監査を行いました。これらの活動の結果、当社グループの

内部統制は良好であり、業務の適正が確保されていると判断しております。 

 

５）監査役の職務執行状況 

 当期の取締役会及び監査役会への各監査役の出席率はいずれも100％であ

り、取締役会においては各取締役の職務執行に対する監査を、監査役会にお

いては監査に関する重要事項について協議及び決議を行いました。それ以外

にも、常勤監査役は、経営会議、常務会、幹部会その他の重要会議に出席し、

稟議書、財務諸表、会計証憑並びに業務執行に関わる重要文書を閲覧し、必

要に応じて責任者に説明を求め、意見を述べるなどして、当社グループの会

計処理と業務執行の状況について監査を行っております。また、会計監査人、



 

－  － 
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内部監査室とも頻繁に意見交換を行い、監査の効率化と適正性の維持に努め

ております。 

                                      

 以上のご報告における記載金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てにより表

示しております。 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表                   

（平成28年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

19,228,071

5,601,687

9,183,056

1,090,587

1,298,557

1,236,929

565,829

208,187

78,634

△  35,398

12,611,217

7,059,109

2,195,468

848,112

1,948,200

72,112

1,929,163

66,052

17,361

5,534,746

3,983,791

653,654

4,145

672,722

223,267

△   2,835

流 動 負 債 12,882,816 

支払手形及び買掛金 6,045,695 

短 期 借 入 金 3,220,000 

１年内返済予定長期借入金 243,840 

リ ー ス 債 務 39,014 

未 払 金 1,236,238 

未 払 法 人 税 等 347,895 

賞 与 引 当 金 458,009 

役員賞与引当金 7,100 

設 備 支 払 手 形 1,010,321 

そ の 他 274,700 

固 定 負 債 1,646,432 

長 期 借 入 金 233,160 

リ ー ス 債 務 35,243 

繰 延 税 金 負 債 569,196 

役員退職慰労引当金 130,802 

環境対策引当金 8,830 

退職給付に係る負債 492,147 

資 産 除 去 債 務 101,353 

そ の 他 75,698 

負 債 合 計 14,529,248 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 16,003,034 

資 本 金 2,176,000 

資 本 剰 余 金 2,136,756 

利 益 剰 余 金 11,806,233 

自 己 株 式 △  115,955 

その他の包括利益累計額 1,172,378 

その他有価証券評価差額金 1,244,867 

為替換算調整勘定 52,636 

退職給付に係る調整累計額 △  125,125 

非支配株主持分 134,627 

純 資 産 合 計 17,310,040 

資 産 合 計 31,839,289 負 債 純 資 産 合 計 31,839,289 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書                   

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
科 目 金 額 

売 上 高 29,567,543 

売 上 原 価 25,481,602 

売 上 総 利 益 4,085,940 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,917,333 

営 業 利 益 1,168,606 

営 業 外 収 益 227,350 

受 取 利 息 902  

受 取 配 当 金 88,618  

屑 売 却 代 54,270  

ク レ ー ム 収 入 50,421  

そ の 他 33,137  

営 業 外 費 用 38,564 

支 払 利 息 29,032  

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 3,854  

売 上 割 引 1,479  

環 境 対 策 費 2,829  

そ の 他 1,367  

経 常 利 益 1,357,393 

特 別 損 失 29,262 

固 定 資 産 除 却 損 8,895  

減 損 損 失 20,366  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,328,130 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 336,964  

法 人 税 等 調 整 額 84,414 421,379 

当 期 純 利 益 906,751 

非支配株主に帰属する当期純利益 8,108 

親会社株主に帰属する当期純利益 898,643 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
 

株 主 資 本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当連結会計年度期首残高 2,176,000 2,136,756 11,061,237 △115,955 15,258,038 

当連結会計年度変動額  

剰 余 金 の 配 当 △  153,647 △  153,647 

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

898,643 898,643 

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

 

当連結会計年度変動額合計 － － 744,996 － 744,996 

当連結会計年度末残高 2,176,000 2,136,756 11,806,233 △115,955 16,003,034 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 
非支配株主
持 分

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 1,015,411 93,406 △ 3,349 1,105,467 127,613 16,491,119 

当連結会計年度変動額  

剰 余 金 の 配 当 △  153,647 

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

898,643 

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

229,456 △40,770 △121,775 66,910 7,014 73,924 

当連結会計年度変動額合計 229,456 △40,770 △121,775 66,910 7,014 818,920 

当連結会計年度末残高 1,244,867 52,636 △125,125 1,172,378 134,627 17,310,040 



 

－  － 
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Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社……２社 

国内連結子会社 

東邦樹脂工業㈱ 

国外連結子会社 

櫻（上海）商貿有限公司 

 櫻（上海）商貿有限公司については、当連結会計年度において新たに設立した

ことにより連結子会社に含めております。 

(2) 非連結子会社 

該当する会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社 

国外関連会社……１社 

長鼎電子材料（蘇州）有限公司 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

国内関連会社……１社 

㈱ネスコ 

 ㈱ネスコについては、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

(3) 持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項 

 決算日が連結決算日と異なる長鼎電子材料（蘇州）有限公司については、直近の

事業年度に係る決算書を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち櫻（上海）商貿有限公司の決算日は、12月31日であります。 

 連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定） 

時価のないもの……………主として移動平均法による原価法 



 

－  － 
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② たな卸資産 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法により算定） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   10～31年 

機械装置及び運搬具 ４～８年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいております。 

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結

会計年度負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

⑤ 環境対策引当金 

 土壌汚染対策などの環境対策に係る費用に備えるため、今後発生すると見込ま

れる金額を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は在外子会

社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上してお

ります。 



 

－  － 
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(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の条件を充たしている金利スワップについては特例処理を、振当処理

の条件を充たしている為替予約については振当処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ・為替予約 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

金利スワップ 

 借入金の金利変動リスクをヘッジしております。 

為替予約 

 外貨建借入金の元本及び利息の為替変動リスクをヘッジしております。 

④ 有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の条件が同一であるため有効性の評価を省略しており

ます。 

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を

計上しております。 

 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しております。 

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に

計上しております。 

② 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

５．会計方針の変更 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連

結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を当連結

会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。 

 



 

－  － 
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 26,125,019千円 

２．関連会社に対するものは、区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

投資有価証券（株式） 22,500千円 

３．保証債務 

 他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

債務保証 

長鼎電子材料（蘇州）有限公司 250,787千円 

 

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記 

減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

(1) 減損を認識した資産又は資産グループの概要 

用途 当社研究所 

種類 建物 

その他 

場所 静岡県静岡市 

金額 20,366千円 

(2) 減損損失の金額及び内訳 

 建物及び構築物 19,994千円

 その他 372千円

 計 20,366千円

 当社グループは、事業用資産については概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

し、継続的に収支の把握がなされる最小の管理会計上の単位（工場別）でグルーピン

グを行い、遊休資産については個別に資産のグルーピングを行っております。 

 上記の当社研究所は、当社Ｒ＆Ｄセンターの建設に伴い、その機能を移転すること

が決定しております。移転後の建物については、今後の利用方法が未定となっている

ため、遊休資産として減損損失を特別損失に計上しております。 

 



 

－  － 
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期首株式数

（株） 
当連結会計年度増加株式数

（株） 
当連結会計年度減少株式数

（株） 
当連結会計年度末株式数 

（株） 

発 行 済 株 式  

普 通 株 式 11,320,000 － － 11,320,000 

合 計 11,320,000 － － 11,320,000 

自 己 株 式  

普 通 株 式 345,203 － － 345,203 

合 計 345,203 － － 345,203 

２．剰余金の配当に関する事項 

当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円） 
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日 

平成27年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 76,823 7 平成27年３月31日 平成27年６月26日 

平成27年11月13日
取 締 役 会

普通株式 76,823 7 平成27年９月30日 平成27年12月４日 

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額

（千円） 
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成28年６月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 76,823 利益剰余金 7 平成28年３月31日 平成28年６月29日 

 



 

－  － 
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Ⅴ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達

しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスク

を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに

晒されております。 

 投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日で

あります。 

 借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長

で決算日後７年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりま

すが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。 

 デリバティブ取引は、外貨建ての借入金に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

を目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手

段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の

「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ４．会計方針に関する事

項 (5) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、売上債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門において主

要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに決済期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や必要に応じ

て債権保全を行って、リスクの軽減を図っております。連結子会社についても、

当社の売上債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。 

 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定し

ているため信用リスクはほとんどないと認識しております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ

取引を利用しております。また、外貨建ての借入金に係る為替の変動リスクに対

するヘッジを目的とした先物為替予約取引を利用しております。 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、経理規程及び職務権限規程に従い、



 

－  － 
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担当部署が決裁権限者の承認を得て行っております。 

 連結子会社についても、当社の経理規程及び職務権限規程に準じて、同様の管

理を行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理 

 当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

連結子会社においても、当社同様の管理を行っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。また、注記事項「デリバティブ取引」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クを示すものではありません。 



 

－  － 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは含まれておりません（（注）２参照）。 

  （単位：千円） 
 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 5,601,687 5,601,687 － 

(2) 受取手形及び売掛金 9,183,056  

貸倒引当金 △  31,310  

 9,151,745 9,151,745 － 

(3) 電子記録債権 1,090,587  

貸倒引当金 △   4,035  

 1,086,552 1,086,552 － 

(4) 投資有価証券 3,306,863 3,306,863 － 

資産計 19,146,849 19,146,849 － 

(1) 支払手形及び買掛金 6,045,695 6,045,695 － 

(2) 短期借入金 3,220,000 3,220,000 － 

(3) 長期借入金（※） 477,000 475,616 △1,384 

負債計 9,742,695 9,741,311 △1,384 

デリバティブ取引 － － － 

（※）１年以内に期限到来の長期借入金を含めて記載しております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。なお、受取手形及び売掛金並び

に電子記録債権については、信用リスクを個別に把握することが極めて困難な

ため、貸倒引当金を信用リスクと見做し、時価を算定しております。 



 

－  － 
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(4) 投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

 なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連

結貸借対照表計上額と取得原価の差額は以下のとおりです。 

   （単位：千円） 
 

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

株式 3,284,753 1,488,313 1,796,440 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

株式 22,110 23,591 △  1,481 

合計 3,306,863 1,511,904 1,794,958 

負 債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。一部の短期借入金は外貨建てで

ありますが、為替予約の振当処理の対象とされているため、円貨建て借入金と

見做しております。 

(3) 長期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期

借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一

体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される

合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。また、

一部の長期借入金は複合金融商品でありますが、長期借入金の時価に含めて算

定しております。 



 

－  － 
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デリバティブ取引 

(1) ヘッジ会計が適用されていないもの 

 該当事項はありません。 

(2) ヘッジ会計が適用されているもの 

（金利関連） 

    （単位：千円） 
 

ヘッジ会計
の方法 

取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成28年３月31日） 

契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 

金利スワッ
プの特例処
理 

金利スワップ取
引 

  

変動受取・固定
支払 

長期借入金 95,000 15,000 （注） 

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載

しております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 （単位：千円） 
 
非上場株式 654,427 

非上場関係会社株式 22,500 

関係会社出資金 653,654 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、時価開示の対象としておりません。 

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

   （単位：千円） 
 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 5,601,687 － － － 

受取手形及び売掛金 9,183,056 － － － 

電子記録債権 1,090,587 － － － 

合計 15,875,331 － － － 



 

－  － 
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４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

     （単位：千円） 
 

 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超 

長期借入金 243,840 88,840 63,840 68,840 3,840 7,800 

 

Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記 

 当社は北海道札幌市と静岡県静岡市に不動産（土地）を有しております。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、

次のとおりであります。 

   （単位：千円） 
 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度
末の時価 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

81,695 2,353 84,048 649,122 

（注）１．当連結会計年度増減額は、静岡県静岡市の不動産（土地）を遊休資産として決

定したためであります。 

２．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づい

て自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）でありま

す。 

 

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,564円98銭 

２．１株当たり当期純利益 81円88銭 

 

Ⅷ．資産除去債務に関する注記 

 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

 工場建物に使用されているアスベスト、コンクリート及びリース資産の撤去にか

かる費用並びに本社等賃借社屋の原状回復費用であります。 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から５年～38年と見積り、割引率は0.5％～2.3％を使用して

資産除去債務の金額を計算しております。 

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 期首残高 100,548千円 

 有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円 

 時の経過による調整額 804千円 

 資産除去債務の履行による減少額 －千円 

 期末残高 101,353千円 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成28年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

従業員長期貸付金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

17,100,884

4,967,272

2,436,409

1,090,587

5,754,077

1,101,132

1,108,532

432,476

48,249

177,827

18,714

△  34,393

12,598,587

6,155,588

1,822,765

103,468

670,397

0

60,047

1,497,634

72,112

1,929,163

12,337

7,516

4,820

6,430,661

3,945,125

652,500

812,030

2,885

144,216

809,512

67,226

△   2,833

流 動 負 債 11,648,476 
支 払 手 形 3,507,325 
買 掛 金 1,945,783 
短 期 借 入 金 2,860,000 
１年内返済予定長期借入金 180,000 
リ ー ス 債 務 39,014 
未 払 金 1,219,926 
未 払 費 用 57,937 
未 払 法 人 税 等 324,676 
預 り 金 20,130 
賞 与 引 当 金 389,890 
役員賞与引当金 5,450 
設 備 支 払 手 形 950,514 
そ の 他 147,828 

固 定 負 債 1,367,083 
長 期 借 入 金 35,000 
リ ー ス 債 務 35,243 
繰 延 税 金 負 債 560,606 
退職給付引当金 461,631 
役員退職慰労引当金 105,517 
環境対策引当金 8,830 
資 産 除 去 債 務 85,555 
そ の 他 74,698 

負 債 合 計 13,015,560 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 15,442,385 
資 本 金 2,176,000 
資 本 剰 余 金 2,136,756 

資 本 準 備 金 2,098,559 
その他資本剰余金 38,197 

利 益 剰 余 金 11,245,583 
利 益 準 備 金 335,983 
その他利益剰余金 10,909,600 

圧 縮 積 立 金 47,507 
別 途 積 立 金 9,000,000 
繰越利益剰余金 1,862,092 

自 己 株 式 △  115,955 
評価・換算差額等 1,241,526 

その他有価証券評価差額金 1,241,526 

純 資 産 合 計 16,683,911 

資 産 合 計 29,699,472 負 債 純 資 産 合 計 29,699,472 

 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
科 目 金 額 

売 上 高 26,084,573 

売 上 原 価 22,525,055 

売 上 総 利 益 3,559,517 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,505,071 

営 業 利 益 1,054,445 

営 業 外 収 益 215,720 

受 取 利 息 850  

受 取 配 当 金 94,446  

屑 売 却 代 39,990  

ク レ ー ム 収 入 48,269  

そ の 他 32,165  

営 業 外 費 用 30,335 

支 払 利 息 24,668  

売 上 割 引 1,479  

環 境 対 策 費 2,829  

そ の 他 1,357  

経 常 利 益 1,239,831 

特 別 損 失 22,553 

固 定 資 産 除 却 損 2,186  

減 損 損 失 20,366  

税 引 前 当 期 純 利 益 1,217,278 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 313,665  

法 人 税 等 調 整 額 67,790 381,455 

当 期 純 利 益 835,822 

 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 

 

株 主 資 本 

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本
合  計 資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合   計

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合   計圧 縮

積立金
別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,176,000 2,098,559 38,197 2,136,756 335,983 56,260 9,000,000 1,171,164 10,563,408 △115,955 14,760,209 

当 期 変 動 額   

剰余金の配当 △ 153,647 △ 153,647  △ 153,647 

圧縮積立金の取崩 △ 8,752 8,752 －  － 

当 期 純 利 益 835,822 835,822  835,822 

株主資本以外の項目の
当 期 変動 額 ( 純額 )

 － 

当期変動額合計 － － － － － △ 8,752 － 690,927 682,175 － 682,175 

当 期 末 残 高 2,176,000 2,098,559 38,197 2,136,756 335,983 47,507 9,000,000 1,862,092 11,245,583 △115,955 15,442,385 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 1,008,582 1,008,582 15,768,792 

当 期 変 動 額  

剰余金の配当 △  153,647 

圧縮積立金の取崩 － 

当 期 純 利 益 835,822 

株主資本以外の項目の
当 期 変動 額 ( 純額 )

232,943 232,943 232,943 

当期変動額合計 232,943 232,943 915,119 

当 期 末 残 高 1,241,526 1,241,526 16,683,911 



 

－  － 
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Ⅰ．重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

（時価のあるもの）……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。） 

（時価のないもの）……………移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、商品、原材料及び仕掛品 

……総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

貯蔵品……………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

……定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）は定額法）を採用しており

ます。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建 物              31年 

機械及び装置  ８年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

……定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。 

リース資産………………………リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 



 

－  － 
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(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年

度負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。 

(6) 環境対策引当金 

 土壌汚染対策などの環境対策に係る費用に備えるため、今後発生すると見込まれ

る金額を計上しております。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 特例処理の条件を充たしている金利スワップについては、特例処理によっており

ます。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

(3) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクをヘッジしております。 

(4) 有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会

計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま

す。 

(2) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 



 

－  － 
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 23,247,530千円 

２．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 43,137千円 

短期金銭債務 269,313千円 

３．保証債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

債務保証 

長鼎電子材料（蘇州）有限公司 250,787千円 

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との営業取引高 

売上高 193,903千円 

仕入高 720,606千円 

２．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

(1) 減損を認識した資産又は資産グループの概要 

用途 当社研究所 

種類
建物 
工具器具備品 

場所 静岡県静岡市 

金額 20,366千円 

(2) 減損損失の金額及び内訳 

 建物 19,994千円 

 工具器具備品 372千円 

 計 20,366千円 

 当社は、事業用資産については概ね独立したキャッシュ・フローを生み出し、継続

的に収支の把握がなされる最小の管理会計上の単位（工場別）でグルーピングを行い、

遊休資産については個別に資産のグルーピングを行っております。 

 上記の当社研究所は、当社Ｒ＆Ｄセンターの建設に伴い、その機能を移転すること

が決定しております。移転後の建物については、今後の利用方法が未定となっている

ため、遊休資産として減損損失を特別損失に計上しております。 

 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(39) ／ 2016/06/01 15:34 (2016/05/25 9:58) ／ wn_15173456_03_os7サンエー化研様_招集_貸借対照表_P.docx 

39

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末日における自己株式の数 

普通株式 345,203株 

 

Ⅴ．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （単位：千円） 

 繰延税金資産（流動）  

 未払事業税 27,173 

 賞与引当金 120,320 

 棚卸資産評価損 756 

 その他 29,577 

  177,827 

 繰延税金資産（固定）  

 退職給付引当金 141,380 

 役員退職慰労引当金 32,309 

 投資有価証券評価損 27,295 

 会員権評価損 8,541 

 減損損失 189,917 

 環境対策費 2,725 

 その他 74,807 

 繰延税金資産（固定）小計 476,977 

 評価性引当額 △218,163 

  258,813 

 繰延税金負債（固定）  

 前払年金費用 △247,872 

 その他有価証券評価差額金 △546,923 

 圧縮積立金 △ 21,006 

 その他 △ 3,617 

  △819,420 

 繰延税金負債（固定）の純額 △560,606 

 



 

－  － 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳 

  （％） 

 法定実効税率 33.1 

 （調整）  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.8 

 試験研究費等特別減税 △ 2.6 

 評価性引当額の増減額 △ 0.2 

 住民税均等割 1.1 

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.9 

 その他 △ 0.6 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.3 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の

一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立

し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われる

こととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４

月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30

年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％

となります。 

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）

は22,245千円減少し、法人税等調整額が7,047千円、その他有価証券評価差額金が

29,293千円、それぞれ増加しております。 

 



 

－  － 
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記 

属性
会社等
の名称

住所

資 本 金
又 は
出 資 金
(千円)

事 業 の
内 容

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合

関 係 内 容 
取引の
内 容

取引金額
(千円)

科 目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼務等
事業上
の関係

法人
主要
株主

新生紙 
パルプ
商事㈱ 

東 京 都
千代田区

3,228,000
包装材料、
印 刷 製 本
資材の販売

(被所有)
直接 

16.5％
あり

当社製品
の 販 売

当社製品
の 販 売

419,172
電子記録債権 
売 掛 金 

52,378 
45,336 

原材料
の仕入

原材料
の仕入

1,040,384
支払手形 
買 掛 金 

222,115 
83,726 

子会社
東邦樹脂 
工 業 ㈱ 

栃 木 県
下都賀郡

100,000
包装材料、
物 流 材 料
の 販 売

(所有) 
直接 

90.0％
あり

当社製品
の 販 売

当社製品
の 販 売

11,564
受取手形 
売 掛 金 

9,925 
1,599 

商品の
仕 入

商品の
仕 入

594,768 買 掛 金 198,034 

子会社

 櫻 
（上海） 
商 貿 
有限公司 

中 国
上海市

1,100万
人民元

光 学 用
表面保護
フィルム
の 販 売

(所有) 
直接 
100.0％

なし 出 資
出 資 の
引 受
（注）３

196,790
関係会社
出 資 金 

196,790 

関連
会社

長鼎電子 
材 料 
（蘇州） 
有限公司 

中 国
江蘇省
蘇州市

1,500万
米ドル

光 学 用
表面保護
フィルム
の 製 造

(所有) 
直接 

40.0％
あり

債 務
保 証

債 務
保 証
（注）４

250,787 － － 

関連
会社

㈱ネスコ 
東 京 都
千代田区

50,000
包装材料、
物 流 材 料
の 販 売

(所有) 
直接 

45.0％
あり

当社製品
の 販 売

当社製品
の 販 売

181,139
受取手形 
売 掛 金 

12,334 
12,753 

原材料
の仕入

原材料
の仕入

125,838
支払手形 
買 掛 金 

1,275 
7,693 

（注）１．上記金額のうち取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表

示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針については一般取引条件と同様に決定して

おります。 

３．当社が櫻（上海）商貿有限公司に対する出資の引受を行ったものであります。 

４．長鼎電子材料（蘇州）有限公司の金融機関借入金に対し債務保証をしておりま

す。なお、債務保証に係る保証料は、長鼎電子材料（蘇州）有限公司の財務状

況を勘案して合理的に決定しております。 

 

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,520円20銭 

２．１株当たり当期純利益 76円15銭 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査報告 

独立監査人の監査報告書  

平成28年５月９日  

株式会社サンエー化研  

取締役会 御中  

有限責任監査法人 トーマツ  

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 津 田 英 嗣  

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 美久羅 和 美  

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社サンエー化研の平
成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の
作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結
計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結
計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連
結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。 
 
監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、株式会社サンエー化研及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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計算書類に係る会計監査報告 

独立監査人の監査報告書  

平成28年５月９日  

株式会社サンエー化研  

取締役会 御中  

有限責任監査法人 トーマツ  

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 津 田 英 嗣  

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 美久羅 和 美  

 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社サンエー化

研の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第107期事業年度の計算書類、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその

他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算

書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国

において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を

入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は

誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す

る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその

附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。 

 



 

－  － 
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監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 

 

 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(45) ／ 2016/06/01 15:34 (2016/05/16 11:56) ／ wn_15173456_04_os7サンエー化研様_招集_監査報告書_P.docx 

45

監査役会の監査報告 

監 査 報 告 書  

 当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第107期事

業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基

づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。 

① 取締役会、経営会議等その他重要な会議に出席し、取締役及び使用

人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から

成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役

等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 



 

－  － 
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 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な

会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書

類作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記）について検討い

たしました。 

 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 

(3) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 

 

平成28年５月11日  

株式会 社サ ンエー 化研  監査 役会  

常 勤 監 査 役
（社外監査役） 鈴 木 直 樹  

社 外 監 査 役 佐 藤  隆  

社 外 監 査 役 宮 本 貞 彦  

 

以 上 

 



 

－  － 
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株主総会参考書類                   

 

議案及び参考事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

 当社は株主の皆様への利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置づけてお

り、安定配当の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案し、第107期の

期末配当及びその他の剰余金の処分を以下のとおりといたしたいと存じます。 

１．期末配当に関する事項 

① 株主に対する配当財産の種類 

 金銭といたします。 

② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

 当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。 

 なお、この場合の配当総額は、76,823,579円となります。 

③ 剰余金の配当が効力を生ずる日 

 平成28年６月29日といたしたいと存じます。 

なお、中間配当金として１株につき７円をお支払いしておりますので、 

年間配当金は14円となります。 

２．その他の剰余金の処分に関する事項 

① 増加する剰余金の項目とその額 

 別途積立金   1,000,000,000円 

② 減少する剰余金の項目とその額 

 繰越利益剰余金 1,000,000,000円 

 



 

－  － 
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第２号議案 監査役３名選任の件 

 本定時株主総会の時をもって、監査役３名全員の任期が満了となりますので、

監査役３名の選任をお願いするものであります。 

 なお、本議案に関しましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 

候補者
番 号

氏 名
 （生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 
 （重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所有する当社
の 株 式 数 

① 
 鈴
すず

木
き

直
なお

樹
き

(昭和28年２月11日)

昭和51年４月 三幸㈱入社 

(現・新生紙パルプ商事㈱)

平成14年７月 大倉三幸㈱ 管理本部財務

部長 

(現・新生紙パルプ商事㈱)

平成18年４月 新生紙パルプ商事㈱ 

大阪支店経理部長 

平成23年６月 同社 常勤監査役 

平成25年６月 当社 社外監査役 

平成27年６月 当社 常勤・社外監査役 

（現任） 

0株 

② 
 宮
みや

本
もと

貞
さだ

彦
ひこ

(昭和31年12月４日)

昭和62年１月 三幸㈱入社 

(現・新生紙パルプ商事㈱)

平成９年６月 同社 取締役管理本部副本

部長 

平成12年４月 大倉三幸㈱ 取締役札幌支

店長 

(現・新生紙パルプ商事㈱)

平成14年７月 同社 取締役東京本店経理

部長 

平成17年10月 新生紙パルプ商事㈱ 

取締役東京本店経理部長兼

総務部長 

平成21年６月 同社 理事極東高分子㈱出

向 

平成24年４月 同社 営業統括本部本部長

付部長 

平成26年６月 同社 常勤監査役（現任）

平成27年６月 当社 社外監査役（現任）

0株 



 

－  － 
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候補者
番 号

氏 名
 （生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 
 （重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所有する当社
の 株 式 数 

③ 

※ 

 飯
はん

崎
さき

 充
みつる

(昭和31年11月９日)

 

昭和54年４月 日綿実業㈱（現・双日㈱）

入社 

平成15年５月 中央青山監査法人入所 

平成17年２月 昭和パックス㈱ 入社 

平成22年６月 同社 執行役員経理部長兼

経営企画室長 

平成25年６月 同社 取締役管理本部長 

（現任） 

0株 

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。 

２．候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。 

３．監査役候補者鈴木直樹氏、宮本貞彦氏及び飯崎充氏は、社外監査役の候補者で

あります。 

４．鈴木直樹氏を社外監査役候補者とした理由は、新生紙パルプ商事㈱の財務部長

等を歴任され、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、その経験

等を当社の監査体制の強化に活かしていただきたいためであります。 

５．宮本貞彦氏を社外監査役候補者とした理由は、新生紙パルプ商事㈱の経理部長

等を歴任され、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、その経験

等を当社の監査体制の強化に活かしていただきたいためであります。 

６．飯崎充氏を社外監査役候補者とした理由は、昭和パックス㈱の経理部長等を歴

任され、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、その経験等を当

社の監査体制の強化に活かしていただきたいためであります。また、同氏の選

任が承認された場合には、㈱東京証券取引所の定めにもとづく独立役員として

届け出る予定であります。 

７．鈴木直樹氏及び宮本貞彦氏は現在当社の社外監査役でありますが、それぞれの

監査役としての在任期間は本総会終結の時をもって鈴木直樹氏は３年、宮本

貞彦氏は１年になります。 

 



 

－  － 
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第３号議案 補欠監査役２名選任の件 

 監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名の選

任をお願いするものであります。 

 補欠監査役候補者は次のとおりであり、佐藤誠一氏は第２号議案が原案どおり

承認可決された場合に社外監査役となられる鈴木直樹氏の補欠、上河義章氏は第

２号議案が原案どおり承認可決された場合に社外監査役となられる宮本貞彦氏と

飯崎充氏の補欠であります。 

 また、本議案に関しましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。 

候補者
番 号

氏 名
 （生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 
 （重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所有する当社
の 株 式 数 

① 
 佐

さ

藤
とう

誠
せい

一
いち

(昭和36年２月27日)

昭和58年４月 当社入社 

平成24年４月 東京営業第１部長 

平成28年４月 人事部長（現任） 

0株 

② 
 上
うえ

河
かわ

義
よし

章
あき

(昭和39年３月14日)

昭和61年３月 昭和パックス㈱ 入社 

平成20年６月 同社 富山工場長 

平成22年６月 同社 亀山工場長 

平成27年３月 同社 総務人事部長 

（現任） 

0株 

（注）１．各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。 

２．上河義章氏は、補欠の社外監査役候補者であります。 

３．上河義章氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、過去に会社経営に関与し

ておりませんが昭和パックス㈱の工場長及び総務人事部長を歴任し幅広い見識

を有しており、当社の監査体制の強化に活かしていただきたいためであります。 

 



 

－  － 
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第４号議案 退任監査役に対し、退職慰労金贈呈の件 

 本定時株主総会終結の時をもって、任期満了により監査役を退任されます佐藤 

隆氏に対し、在任中の功労に報いるため退職慰労金を、当社の内規に従って相当

の範囲内で贈呈することとし、その具体的金額、時期、方法等は、監査役の協議

によることにご一任願いたいと存じます。 

 退任監査役の略歴は、次のとおりであります。 

氏 名 略 歴 

 佐
さ

藤
とう

 隆
たかし

平成20年６月 当社社外監査役（現任） 

 

以 上 
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株 主 総 会 会 場 の ご 案 内 図 
 

会 場  株式会社 損保会館 大会議室 

東京都千代田区神田淡路町二丁目９番地 

〒101-8335 ＴＥＬ(03)3255－1299 

 

 

 

■最寄り駅■ 

ＪＲ 御茶ノ水駅 聖橋口 徒歩５分 

東京メトロ地下鉄・千代田線 新御茶ノ水駅 Ｂ２出口 徒歩５分 

東京メトロ地下鉄・丸ノ内線 淡路町駅 Ａ５出口 徒歩５分 

都営新宿線・小川町駅 Ａ５出口 徒歩５分 

ＪＲ 秋葉原駅 電気街口 徒歩10分 

 


